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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第54期中 第55期中 第54期

会計期間
自　2023年１月１日
至　2023年６月30日

自　2024年１月１日
至　2024年６月30日

自　2023年１月１日
至　2023年12月31日

売上高 （千円） 14,719,276 16,333,758 30,960,771

経常利益 （千円） 1,461,975 1,171,064 2,478,370

親会社株主に帰属する

中間（当期）純利益
（千円） 873,636 640,351 1,604,711

中間包括利益又は包括利益 （千円） 881,191 644,923 1,662,540

純資産額 （千円） 8,907,388 10,165,390 9,776,091

総資産額 （千円） 17,438,384 18,576,017 19,263,565

１株当たり中間（当期）純利益金

額
（円） 161.42 116.85 296.38

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額
（円） 158.89 113.89 289.72

自己資本比率 （％） 50.7 54.3 50.3

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 1,356,594 1,797,763 3,878,030

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △760,581 △1,346,469 △1,956,225

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △687,885 △905,204 △1,369,564

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 2,286,826 2,477,029 2,930,939

　（注）　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（1）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の分析

　当中間連結会計期間（2024年１月１日～2024年６月30日）におけるわが国経済は、円安の進行で一部の輸出関連

企業を中心に業績の改善が見られました。また、日銀による金融緩和の継続や政府による物価高対策、中小企業支

援等の経済対策により、景気は緩やかな回復基調にあります。しかしながら、世界経済の減速懸念、物価高の影

響、人手不足や原材料価格の高騰による設備投資の減少等、依然として景気の先行きは不透明な状況が続いており

ます。

　このような状況の中、当社グループは、中期経営計画の達成に向けて、ＥＳＧ経営を深化する新規事業の創出と

経営基盤の強化に取り組むとともに、将来に向けた人的資本の充実を着実に推進してまいります。

　セグメントごとの業績は、次のとおりであります。

 

（レンタル関連事業）

　建設現場向け市場では、前期と比較して、九州地区の大口案件の反動減があったものの、全国的に新規受注件数

や既存現場の追加需要が増加しており、業績は堅調に推移しております。

　イベント向け市場では、イベント件数が新型コロナウイルス感染症流行前の水準に回復し、2019年以降で最高の

売上高となりました。特に音楽フェスでは、例年を上回る規模での開催となったことも相まって、売上高の増加に

寄与しました。

　法人向け市場では、主に特定顧客における反動減と、確定申告電子化による確定申告会場案件の需要縮小によ

り、売上高が減少しました。顧客の新規開拓を進めてはおりますが、特にＢＰＯ市場において競合他社の台頭によ

る価格競争が顕在化してきており、売上減少分をカバーすることができず苦戦を強いられました。一方、中期経営

計画で重点市場として位置付けた常設オフィス向け市場は、特定顧客による事業所統廃合に伴う大型の買取、廃棄

案件の受注や、好調なリユース品販売を背景に、概ね計画通りの業績で推移しました。

　但し、事業全体の利益面では、営業戦略に基づく活動の結果、新企画商品を調達したことにより減価償却費等の

固定原価が増加したことと、既存レンタル商品の売上が減少したことにより、利益率が低下しました。

　この結果、当事業セグメントの売上高は9,337百万円（前年同期比8.8％増）となりました。また、セグメント利

益は805百万円（前年同期比18.9％減）となりました。

 

（スペースデザイン事業）

　首都圏新築分譲マンション市場における2024年１月～６月の発売戸数は、前年同期比13.7％減の9,066戸とな

り、上半期としては４年ぶりに１万戸割れの状況となりました（㈱不動産経済研究所調べ）。そうした中、ファニ

チャーレンタル業務（マンションギャラリー内のＦＦ＆Ｅ※提供サービス）では、新カタログ商品の積極的な提案

と価格改定により売上高の向上に貢献しました。また、ライフデザイン業務（インテリアオプション販売等）も高

付加価値の商品の販売が堅調に推移し、売上高の増加に寄与しました。さらに、2025年日本国際博覧会（大阪・関

西万博）に出展するパビリオン関連売上を一部計上したことにより売上高が増加しました。

　事業全体の利益面では、仕入原価の上昇等が影響し、前年同期比で減益となりました。

　この結果、当事業セグメントの売上高は2,880百万円（前年同期比11.4％増）となりました。また、セグメント

利益は100百万円（前年同期比10.7％減）となりました。

 
（物販事業）

　郵政向け市場では、新紙幣対応の現金自動出入金機関連の販売が好調に推移しました。

　官公庁向け市場では、地方自治体の庁舎移転に伴う商品の納入や各省庁へのＦＦ＆Ｅの販売が好調でした。

　事業全体の利益面では、利益率の低い案件の売上増加による売上原価率の悪化や、人件費の増加による販管費増

加の影響が大きく、前年同期比で減益となりました。

　この結果、当事業セグメントの売上高は2,087百万円（前年同期比30.5％増）となりました。また、セグメント

利益は94百万円（前年同期比9.0％減）となりました。
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（ＩＣＴ事業）

　工事、運搬売上は、業務提携先案件の獲得もあり好調に推移しましたが、レンタル商品の稼働率の低下やコピー

カウンターの需要の減少により、前年同期並みの売上高となりました。また、複合機の販売は堅調に推移しました

が、新規事業とレンタル売上が伸び悩みました。

　事業全体の利益面では、パソコンの調達原価の上昇により売上原価が増加したことやレンタル商品の返却により

利益率が低下したため、利益を圧迫する結果となりました。

　この結果、当事業セグメントの売上高は2,028百万円（前年同期比3.9％増）となりました。また、セグメント利

益は157百万円（前年同期比32.0％減）となりました。

 

　これらの結果、当中間連結会計期間における売上高は16,333百万円（前年同期比11.0%増）、営業利益は1,159百

万円（前年同期比19.6%減）、経常利益は1,171百万円（前年同期比19.9%減）、親会社株主に帰属する中間純利益

は640百万円（前年同期比26.7％減）となりました。

※ＦＦ＆ＥはＦｕｒｎｉｔｕｒｅ（家具）、Ｆｉｘｔｕｒｅ（什器）＆Ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ（備品）の略称です。

 

②財政状態の分析

（資産の部）

　当中間連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ687百万円減少の18,576百万円（前連結会計

年度末比3.6%減）となりました。

（流動資産）

　流動資産は前連結会計年度末に比べ904百万円減少の8,352百万円（同9.8%減）となりました。これは主に、現金

及び預金が453百万円、受取手形及び売掛金が515百万円減少したこと等によるものであります。

（固定資産）

　固定資産は前連結会計年度末に比べ216百万円増加の10,223百万円（同2.2%増）となりました。これは主に、賃

貸用備品が223百万円増加したこと等によるものであります。
 
（負債の部）

　当中間連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ1,076百万円減少の8,410百万円（同11.4%

減）となりました。

（流動負債）

　流動負債は前連結会計年度末に比べ1,030百万円減少の7,680百万円（同11.8%減）となりました。これは主に、

支払手形及び買掛金が476百万円、短期借入金が200百万円、１年内返済予定の長期借入金が179百万円減少したこ

と等によるものであります。

（固定負債）

　固定負債は前連結会計年度末に比べ46百万円減少の729百万円（同6.0%減）となりました。これは主に、長期借

入金が87百万円減少したこと等によるものであります。

 

（純資産の部）

　当中間連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べ389百万円増加の10,165百万円（同4.0%

増）となりました。これは主に、親会社株主に帰属する中間純利益の計上により利益剰余金が339百万円増加した

こと等によるものであります。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比べて

453百万円減少し、2,477百万円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、獲得した資金は1,797百万円（前年同期は1,356百万円の獲得）となりました。主な要因は、税

金等調整前中間純利益1,168百万円、減価償却費1,046百万円、売上債権の減少509百万円等の資金の増加と仕入債

務の減少514百万円、法人税等の支払額630百万円等による資金の減少があったことによるものであります。
 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、使用した資金は1,346百万円（前年同期は760百万円の使用）となりました。主な要因は、有形

及び無形固定資産の取得による支出1,280百万円等によるものであります。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、使用した資金は905百万円（前年同期は687百万円の使用）となりました。主な要因は、短期借

入金の純減少額200百万円、長期借入金の返済による支出267百万円、配当金の支払額300百万円等により資金が減

少したことによるものであります。

 

（3）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

（4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

（5）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 18,000,000

計 18,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在

発行数（株）
（2024年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年８月９日）

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 5,495,900 5,500,900
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 5,495,900 5,500,900 － －

(注)１．提出日現在の発行数には、2024年８月１日から本半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は含まれていません。

２．2024年７月１日から2024年７月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が5,000株増加して

おります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2024年１月１日～

2024年６月30日
23,600 5,495,900 25,511 935,798 25,511 845,798

(注)１．発行済株式総数は、新株予約権の行使により23,600株増加しております。

また、資本金及び資本準備金は、新株予約権の行使により25,511千円それぞれ増加しております。

２．2024年７月１日から2024年７月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が5,000株増加して

おります。
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（５）【大株主の状況】

  2024年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

ワイドフレンズ株式会社 東京都中央区月島一丁目５番１号 3,799 69.15

梅木　孝治 千葉県松戸市 130 2.37

アクアブルー会 東京都港区新橋六丁目17番15号 82 1.49

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番12号 63 1.15

梅木　健行 東京都文京区 60 1.09

ａｕカブコム証券株式会社 東京都千代田区霞が関三丁目２番５号 41 0.75

東海東京証券株式会社 愛知県名古屋市中村区名駅四丁目７番１号 35 0.65

INTERACTIVE　BROKERS　LLC

（常任代理人　インタラクティブ・

ブローカーズ証券㈱）

ONE PICKWICK PLAZA GREENWICH,

CONNECTICUT 06830 USA

（東京都千代田区霞が関三丁目２番５号）

30 0.56

川野　昇 神奈川県川崎市宮前区 25 0.46

株式会社フラクタル・ビジネス 長野県小諸市田町二丁目６番１３号 22 0.40

計 － 4,290 78.06

(注)１．発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しておりま

す。

２．当中間会計期間末現在における、株式会社日本カストディ銀行（信託口）の信託業務に係る株式数については、

当社として把握することができないため記載しておりません。

３．アクアブルー会は当社の従業員持株会です。

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,494,100 54,941 －

単元未満株式 普通株式 1,500 － －

発行済株式総数  5,495,900 － －

総株主の議決権  － 54,941 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式21株が含まれております。
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②【自己株式等】

    2024年６月30日現在

所有者の氏名又は

名称
所有者の住所

自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合

（％）

コーユーレンティア

株式会社

東京都港区新橋

六丁目17番15号
300 － 300 0.00

計 － 300 － 300 0.00

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、連結財務諸表規則第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年１月１日から2024年６月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年12月31日)

当中間連結会計期間
(2024年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,930,939 2,477,029

受取手形及び売掛金 4,181,589 3,665,846

契約資産 － 97,847

電子記録債権 ※３ 796,422 ※３ 794,200

商品及び製品 170,737 191,524

仕掛品 134,445 155,687

貯蔵品 23,719 24,285

前払費用 482,647 515,556

未収入金 442,543 268,572

その他 95,607 163,842

貸倒引当金 △1,380 △1,510

流動資産合計 9,257,274 8,352,882

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,032,019 1,047,451

機械装置及び運搬具（純額） 14,884 12,994

工具、器具及び備品（純額） 73,036 86,131

賃貸用備品（純額） 2,687,811 2,910,835

土地 3,771,295 3,771,295

リース資産（純額） 161,869 152,778

有形固定資産合計 7,740,916 7,981,487

無形固定資産   

のれん 274,303 252,359

顧客関連資産 345,613 326,931

ソフトウエア 310,749 305,595

その他 18,345 19,040

無形固定資産合計 949,012 903,927

投資その他の資産   

投資有価証券 270,064 276,661

繰延税金資産 211,062 152,649

差入保証金 624,456 684,068

その他 211,491 233,167

貸倒引当金 △712 △8,827

投資その他の資産合計 1,316,362 1,337,720

固定資産合計 10,006,291 10,223,135

資産合計 19,263,565 18,576,017
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年12月31日)

当中間連結会計期間
(2024年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,585,483 2,108,642

電子記録債務 ※３ 1,917,115 ※３ 1,879,777

短期借入金 ※１,※２ 900,000 ※１,※２ 700,000

１年内返済予定の長期借入金 534,744 354,982

未払金及び未払費用 610,599 956,319

未払法人税等 672,343 494,940

未払消費税等 270,118 230,193

預り金 167,908 102,626

リース債務 250,100 123,357

契約負債 265,393 233,823

賞与引当金 486,558 468,436

株主優待引当金 29,654 27,639

資産除去債務 2,487 －

その他 18,498 63

流動負債合計 8,711,004 7,680,802

固定負債   

長期借入金 87,648 －

リース債務 96,598 89,869

役員退職慰労引当金 197,455 213,584

退職給付に係る負債 122,767 122,469

資産除去債務 271,522 303,461

その他 477 439

固定負債合計 776,469 729,824

負債合計 9,487,473 8,410,626

純資産の部   

株主資本   

資本金 910,286 935,798

資本剰余金 957,163 982,675

利益剰余金 7,732,682 8,072,074

自己株式 △522 △522

株主資本合計 9,599,610 9,990,026

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 87,678 92,250

その他の包括利益累計額合計 87,678 92,250

新株予約権 88,802 83,113

純資産合計 9,776,091 10,165,390

負債純資産合計 19,263,565 18,576,017
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

【中間連結会計期間】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

売上高 14,719,276 16,333,758

売上原価 8,434,404 10,004,982

売上総利益 6,284,872 6,328,776

販売費及び一般管理費 ※ 4,842,379 ※ 5,169,402

営業利益 1,442,492 1,159,373

営業外収益   

受取利息及び配当金 9,572 5,527

作業くず売却益 5,751 6,590

その他 18,800 9,650

営業外収益合計 34,123 21,767

営業外費用   

支払利息 12,831 9,378

その他 1,809 698

営業外費用合計 14,641 10,076

経常利益 1,461,975 1,171,064

特別利益   

固定資産売却益 11,409 585

投資有価証券売却益 50,000 －

特別利益合計 61,409 585

特別損失   

固定資産売却損 400 9

固定資産除却損 0 3,167

貸倒損失 142 －

特別損失合計 543 3,176

税金等調整前中間純利益 1,522,841 1,168,472

法人税、住民税及び事業税 725,183 471,733

法人税等調整額 △75,978 56,388

法人税等合計 649,204 528,121

中間純利益 873,636 640,351

親会社株主に帰属する中間純利益 873,636 640,351
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【中間連結包括利益計算書】

【中間連結会計期間】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

中間純利益 873,636 640,351

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 7,554 4,572

その他の包括利益合計 7,554 4,572

中間包括利益 881,191 644,923

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 881,191 644,923
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 1,522,841 1,168,472

減価償却費 849,568 1,046,730

のれん償却額 21,944 21,944

貸倒引当金の増減額（△は減少） △196 8,244

賞与引当金の増減額（△は減少） 36,226 △18,122

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 734 △298

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 16,134 16,129

株主優待引当金の増減額（△は減少） △27,030 △2,015

受取利息及び受取配当金 △9,572 △5,527

支払利息 12,831 9,378

有形及び無形固定資産除却損 0 3,167

有形及び無形固定資産売却損益（△は益） △11,008 △576

投資有価証券売却損益（△は益） △50,000 －

売上債権の増減額（△は増加） △290,467 509,850

契約資産の増減額（△は増加） － △97,847

棚卸資産の増減額（△は増加） 25,145 △42,594

仕入債務の増減額（△は減少） △578,662 △514,178

未払金の増減額（△は減少） 242,261 439,788

未払消費税等の増減額（△は減少） 48,680 △17,257

その他 △223,246 △92,873

小計 1,586,184 2,432,417

利息及び配当金の受取額 9,572 5,527

利息の支払額 △13,562 △10,176

法人税等の支払額 △225,600 △630,003

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,356,594 1,797,763

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,137,426 △1,280,691

有形及び無形固定資産の売却による収入 34,930 6,532

投資有価証券の売却による収入 350,000 －

保険積立金の積立による支出 △13,561 △13,561

その他の支出 △25,362 △59,556

その他の収入 30,838 806

投資活動によるキャッシュ・フロー △760,581 △1,346,469

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － △200,000

長期借入金の返済による支出 △267,410 △267,410

リース債務の返済による支出 △177,104 △169,891

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 32,756

自己株式の取得による支出 △123 －

配当金の支払額 △243,247 △300,659

財務活動によるキャッシュ・フロー △687,885 △905,204

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △91,873 △453,910

現金及び現金同等物の期首残高 2,378,700 2,930,939

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 2,286,826 ※ 2,477,029
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

 

（表示方法の変更）

(中間連結損益計算書)

　前中間連結会計期間において、「営業外収益」の「その他」に含めておりました「作業くず売却益」は、金額的

重要性が増したため、当中間連結会計期間より、区分掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、

前中間連結会計期間の中間連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた24,551千円は、

「作業くず売却益」5,751千円、「その他」18,800千円として組替えております。

 

（中間連結貸借対照表関係）

※１　貸出コミットメントライン契約について

　当社グループにおいては、当中間連結会計期間末現在、効率的で安定した運転資金の調達を行うため

取引銀行４行で組成される融資シンジケート団との間で貸出コミットメントライン契約を締結しており

ます。

　当中間連結会計期間末における貸出コミットメントライン契約に係る借入未実行残高は次のとおりで

あります。

 

 
前連結会計年度

（2023年12月31日）
当中間連結会計期間
（2024年６月30日）

貸出コミットメントラインの総額 2,800,000千円 2,800,000千円

借入実行残高 900,000 700,000

差引額 1,900,000 2,100,000

 

※２　財務制限条項

前連結会計年度（2023年12月31日）

　当社グループの貸出コミットメントライン契約には、下記の財務制限条項がついております。

①各年度の決算期の連結損益計算書上の経常利益が０円以上であること。

②各年度の決算期の連結貸借対照表における純資産の部の金額が、当該決算期の直前の決算期の末日また

は2020年度12月に終了する決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額のいずれか大きい

方の100％の金額以上であること。

なお、上記項目に抵触した場合は、下記の効力が実行されます。

①について抵触した場合は、当該決算期の末日の４ヶ月後の応答日が属する月の末日以降、翌年の応答日

の前日まで（１年間）新規貸付の実行を停止する。

②について、２年連続して当要件に抵触した場合は、請求喪失事由に該当するものとする。

 

当中間連結会計期間（2024年６月30日）

　当社グループの貸出コミットメントライン契約には、下記の財務制限条項がついております。

①各年度の決算期の連結損益計算書上の経常利益が０円以上であること。

②各年度の決算期の連結貸借対照表における純資産の部の金額が、当該決算期の直前の決算期の末日また

は2020年度12月に終了する決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額のいずれか大きい

方の100％の金額以上であること。

なお、上記項目に抵触した場合は、下記の効力が実行されます。

①について抵触した場合は、当該決算期の末日の４ヶ月後の応答日が属する月の末日以降、翌年の応答日

の前日まで（１年間）新規貸付の実行を停止する。

②について、２年連続して当要件に抵触した場合は、請求喪失事由に該当するものとする。

 

※３　中間連結会計期間末日満期電子記録債権債務

　中間連結会計期間末日電子記録債権債務の会計処理については、決済日をもって決済処理をしておりま

す。なお、前連結会計年度末日及び当中間連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の中間

連結会計期間末日電子記録債権債務が期末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（2023年12月31日）
当中間連結会計期間
（2024年６月30日）

電子記録債権 61,513千円 2,058千円

電子記録債務 443,718 448,166
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（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
　前中間連結会計期間
（自　2023年１月１日

　　至　2023年６月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2024年１月１日

　　至　2024年６月30日）

給料及び手当 2,725,130千円 2,863,929千円

賞与引当金繰入額 423,747 468,252

役員退職慰労引当金繰入額 16,134 16,129

退職給付費用 6,815 10,794

株主優待引当金繰入額 － 27,639

貸倒引当金繰入額 △7 8,232

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間

（自 2023年１月１日
至 2023年６月30日）

当中間連結会計期間
（自 2024年１月１日
至 2024年６月30日）

現金及び預金勘定 2,286,826千円 2,477,029千円

現金及び現金同等物 2,286,826 2,477,029

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2023年１月１日　至2023年６月30日）

１　配当金支払額

決議
株式の

種類

配当金の総額

(千円)

1株当たり

配当額

(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年３月30日

定時株主総会
普通株式 243,547 45 2022年12月31日 2023年３月31日 利益剰余金

 

２　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2024年１月１日　至2024年６月30日）

１　配当金支払額

決議
株式の

種類

配当金の総額

(千円)

1株当たり

配当額

(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年３月28日

定時株主総会
普通株式 300,958 55 2023年12月31日 2024年３月29日 利益剰余金

 

２　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

コーユーレンティア株式会社(E35139)

半期報告書

16/22



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年１月１日　至　2023年６月30日）

１．　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

中間連結
損益計算書
計上額
（注）

 
レンタル関連

事業

スペース
デザイン
事業

物販事業 ＩＣＴ事業 計

売上高        

外部顧客への

売上高
8,580,666 2,585,947 1,599,918 1,952,745 14,719,276 － 14,719,276

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

264,198 4,992 1,826 1,593,985 1,865,002 △1,865,002 －

計 8,844,864 2,590,940 1,601,744 3,546,730 16,584,279 △1,865,002 14,719,276

セグメント利益 993,704 112,081 104,279 232,123 1,442,189 303 1,442,492

　（注）セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）

１．　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

中間連結
損益計算書
計上額
（注）

 
レンタル関連

事業

スペース
デザイン
事業

物販事業 ＩＣＴ事業 計

売上高        

外部顧客への

売上高
9,337,299 2,880,673 2,087,384 2,028,401 16,333,758 － 16,333,758

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

248,535 6,509 54,067 1,468,725 1,777,838 △1,777,838 －

計 9,585,834 2,887,183 2,141,451 3,497,127 18,111,596 △1,777,838 16,333,758

セグメント利益 805,904 100,090 94,929 157,932 1,158,856 516 1,159,373

　（注）セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自　2023年１月１日　至　2023年６月30日）

（単位：千円）

 

報告セグメント

合計レンタル関連

事業

スペース

デザイン事業
物販事業 ＩＣＴ事業

建設

イベント

法人（オフィス）

不動産

官公庁・自治体等

その他

4,697,101

1,311,434

1,877,530

－

－

694,598

－

－

－

2,585,947

－

－

－

－

－

－

745,359

854,558

－

－

1,952,745

－

－

－

4,697,101

1,311,434

3,830,276

2,585,947

745,359

1,549,157

顧客との契約から生じる収益 8,580,666 2,585,947 1,599,918 1,952,745 14,719,276

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 8,580,666 2,585,947 1,599,918 1,952,745 14,719,276

 

当中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）

（単位：千円）

 

報告セグメント

合計レンタル関連

事業

スペース

デザイン事業
物販事業 ＩＣＴ事業

建設

イベント

法人（オフィス）

不動産

官公庁・自治体等

その他

5,414,697

1,544,006

1,605,618

－

－

735,295

－

－

－

2,495,371

－

385,302

－

－

－

－

706,812

1,380,572

－

－

2,028,401

－

－

－

5,414,697

1,544,006

3,634,019

2,495,371

706,812

2,501,170

顧客との契約から生じる収益 9,299,619 2,880,673 2,087,384 2,028,401 16,296,078

その他の収益 37,680 － － － 37,680

外部顧客への売上高 9,337,299 2,880,673 2,087,384 2,028,401 16,333,758
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年１月１日
至　2023年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

１株当たり中間純利益金額 161円42銭 116円85銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益金額（千円） 873,636 640,351

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

金額（千円）
873,636 640,351

普通株式の期中平均株式数（株） 5,412,131 5,480,046

潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 158円89銭 113円89銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額 － －

普通株式増加数（株） 86,168 142,317

（うち新株予約権）（株） (86,168) (142,317)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2024年８月９日

コーユーレンティア株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　恭治

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 栫井　康貴

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコーユーレン

ティア株式会社の2024年１月１日から2024年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年１月１日から

2024年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括

利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、コーユーレンティア株式会社及び連結子会社の2024年６月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レ

ビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか

結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中

間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

ていないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事

項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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